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提案理由 

国に対し、福島第一原発事故により今も避難生活を強いられている被災者に

対し、支援を継続するよう強く求める。 

これが、本案を提出する理由である。 



福島第一原発事故による被災者への支援の継続を求める意見書 

 

東京電力福島第一原子力発電所事故から、もうすぐ６年が経過しようとして

いる。しかし、今もメルトダウンした１号機から３号機は、放射線量が高く近

づくこともままならない状況である。汚染水対策も凍土壁が思うように機能せ

ず、汚染水の流出は続いている。除染作業は、避難指示区域外では市町村が主

体で実施することとなり、大量の汚染土壌の置き場がなく、多くは自分の土地

での保管を余儀なくされている。一旦除染が完了した地域でも、依然として放

射線量の高い区域が残されていたり、気象等の影響で再度高線量が計測される

などの状態も続いている。 

このような状態で、国が「遅くても２０１７年３月までに避難指示を解除」

する方針を打ち出しても、医療や介護、買い物施設の不備など、住民が生活で

きる環境が整わない中での帰還推進には無理がある。 

国が「これ以上の災害救助法の特例による被災者支援は困難」とするもとで、

福島県も自主避難者（世帯）への住宅支援は、２０１７年３月で終了するとし

ている。今も福島県の約８万７千人が全国各地に避難しており、千葉県には３,

３００人以上、千葉市では避難指示区域外の自主避難者も含め２４０人余りが

避難生活を強いられている。故郷を遠く離れ不自由な暮らしを余儀なくされる

ばかりか、今後の暮らしの不安まで抱え込まされているのである。 

全国に避難する人々は、「子供の健康を考えたら、とても戻れる状態ではな

い」、「戻っても日常生活できる環境がない」、「周りに人が戻らず、自分たちだ

けでは不安」など、戻りたくても戻れないのが実情なのである。 

このままでは、避難指示区域外の自主避難者（世帯）は、住宅支援を 

２０１７年３月で打ち切られることとなる。原発事故の被害者である自主避難

者（世帯）に対して、加害者である国と東京電力は、最後まで責任を果たすべ

きである。 

よって、本市議会は国に対し、必要な予算を確保し、福島第一原発事故によ

る被災者への支援を継続するよう強く求めるものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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